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研究成果の概要 

本プロジェクトは、辺境地域における有効な開発政策を検討することを目的とし、ロシア極東を

具体的な分析対象として設定した。この際に、注目したのが、「先行発展区」や「自由港」という

特区制度が地域開発のツールとして、すなわち、地域への企業誘致や新規設立を促すツールとして、

有効であるかという点にあった。 

この問題にこたえるため、我々は、制度分析、事例研究、統計的分析という複数のアプローチを

採用した。さらに、企業や関連する行政機関への訪問調査・フィールドワークによる具体的な事例

収集も重視した。プロジェクトでは、国内外において現地調査（調査訪問）を 3回実施した。今回

の研究プロジェクトの成果は何よりもまず、これらの調査から得られた具体的事例の収集にあると

言える。 

1回目の現地調査は、2018年 8月 26日から 30日にかけて、ウラジオストク市で実施された。訪

問先となったのは、日本企業のロシア進出をサポートする「極東プロジェクト開発促進会社（Far 

East JPPV）」、地域商社である「ペガス HC社」、特区進出企業である、「JGCホクト・ヘルスケア・

サービス社」、「ユーロプラスト社」、「コンポジット・シップビルディング社」、特区入居企業の協

会の 1 つの「ウラジオストク自由港協会」、そして特区制度の管理会社である「極東開発公社」で

ある。 

2 回目の調査は、「エバーグリーン社」（ハバロフスク）と「JGC ホクト・ヘルスケア・サービス

社」（ウラジオストク）を実施する「日揮株式会社」（横浜）を訪問した（2018年 9月 21日）。 

3回目の調査として、極東地域と取引関係がある札幌市の企業をサポートする協会「北海道ロシ
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アビジネス未来の会」、この協会の参加企業である「ノースプラン社」および「ネオトレーディン

グ社」、北海道庁総合政策部国際局国際課、北海道総合研究調査会（HIT）である。以上の通り、3

回にわたる現地調査を通して、進出企業にとどまらず、シンクタンク、商社、政府機関など複数の

組織から多岐にわたる事例を収集することができた。 

この情報収集の成果は、プロジェクト代表者・志田が執筆した論文「ロシアの対アジア経済政策

の最近の動向」『ERINA REPORT (PLUS)』（第 143 号）において、また記事「極東ロシア開発制度、

日ロ協力、ロシアへの日本企業進出の最近の状況」（MUFJ BizBuddy）において反映された。 

また、これらの調査の成果は、2019年 2月 13日に行われた最終報告会におけるプロジェクト・

メンバーの報告を準備する際の資料としても利用された。菅沼は「極東経済特区への外資進出状

況」、Kan は「ロシアの経済特区の意義と実績」の観点から、プロジェクトにおける各自の役割分

担となった研究を進展させ、その成果を報告した。 

これらの研究は現在進行形のものであり、最終的に論文として刊行することを予定して、続けら

れている。具体的には、各構成メンバーは、2019 年度比較経済体制学会全国大会における報告、

ERINA RERPORT (PLUS)（2019年 8月号）の特集記事への掲載、投稿論文の執筆のための準備など、

進行中である。 
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